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ICT活用工事実施要領改定の
概要について



ICT活用工事の概要について 鹿児島県

【ICT活用工事（５つ施工プロセス）】

○ 土木工事施工管理基準を適用しない工事及び災害復旧工事を除く。



鹿児島県ICT活用工事の概要について
【ICT活用工事（ICT土工等試行要領）】 R６．１１改定版

ICT活用証明書
※実施した際は，証明書を発行

②総合評価の加点評価

全活用 ：０．３点
部分活用（簡易型）：０．２点

①工事成績の加点評価

創意工夫により加点（受注者希望型）

※発注者指定型において，受注者の責
によりＩＣＴの全面的な採用ができない
場合は、減点の措置を講ずる。

③必要経費
①全活用
②部分活用
を実施すると，その費用は設計変更の対
象とする。

受注者希望型

（対象工事） 対象工種において土木工事施工管理基準を適用
しない工事除く工事（ただし，災害復旧工事につ
いては，主務課と協議）

施工プロセスの全活用（①②③④⑤）及び施工プロセ
スの部分活用（②④⑤は必須）

発注者へ工事打ち合わせ簿でICT活用工事の計画書及び内
容等が確認できる資料を提出し，協議整った場合に実施

①成績評定で加点評価

②総合評価で加点評価

③必要経費は設計変更計上

発注者指定型

(対象工事) 概ね土工量10,000m3以上

施工プロセス全活用（①②③④⑤）

入札公告や特記仕様書で発注者が「発注者指定型」を明示

①成績評定において加点は行わない
受注者の責によりＩＣＴの全面的な活用が実施されない場合
は減点

②総合評価で加点評価

③必要経費は当初設計から計上，
未実施の場合は，設計変更で減額変更

現場見学会等の実施
※官民等を対象とした見学回等を適宜
実施

ICT活用工事の活用実績の報告
※活用工事の概要等を報告

ＩＣＴ活用工事の適正な積算に係るﾁｪｯｸﾘｽﾄ

※活用工事の概要等を報告



ICT活用工事の概要について

平成28年度 H29〜R１ 令和２年度 令和３年度 令和４年度

ICT土工

ICT土工（簡易型）

ICT舗装工

ICT法面工

ICT付帯構造物設置工

ICT舗装工（修繕）

ICT土工（発注者指定型）10,000m3以上

ICT作業土工（床堀）

ＩＣＴ小規模土工

〇 ICT活用工事の工種拡大を推進（コンクリート堰堤工）

令和５年度

鹿児島県

令和６年度〜

ＩＣＴ地盤改良工

ICT河川浚渫工

ＩＣＴ構造物工（橋台・橋脚）

ＩＣＴ基礎工

ICT擁壁工

ＩＣＴ土工（1000ｍ３未満）

ＩＣＴ構造物工（橋梁上部）

ＩＣＴ
コンクリート
堰堤工

今回追加

今回追加：
落石雪害防止工

今回追加：
バーチカルドレーン工



ICT活用工事の概要について 鹿児島県

○ ICT適用工種の拡大（コンクリート堰堤工）



ICT活用工事の概要について 鹿児島県

○ ＴＬＳを用いた落石雪害防止工の出来形管理



ICT活用工事の概要について 鹿児島県

○ 施工履歴データを用いたバーチカルドレーン工（ＰＶＤ）の出来形管理



ICT活用工事の概要について

工種
土工

作業土工
（床堀）

土工
（1000m3未満）

小規模土工

対象工種

１）河川土工・海岸土工・砂防土工
・掘削工（河床等掘削含む）
・盛土工 ・法面整形工

２）道路土工
・掘削工 ・路体盛土工
・路床盛土工 ・法面整形工

土工1，000m3以上

ＩＣＴ土工の工種

施工幅２ｍ以上

１）河川土工・海岸土工・砂防土工
・掘削工 ・盛土工
・法面整形工

２）道路土工
・掘削工 ・路体盛土工
・路床盛土工
・法面整形工

３）その他
・側溝工（暗渠工）
・暗渠工

１）河川土工・海岸土工
・掘削工

２）道路土工
・掘削工

土量１００ｍ３程度又は
施工幅２ｍ未満

発注形式
①発注者指定型（１０，０００ｍ３以上）
②受注者希望型

単独発注は行わない
※ＩＣＴ土工における

関連工種
受注者希望型 受注者希望型

施
工
プ
ロ
セ
ス

①３次元
起工測量

○
（標準的に面計測）

○ 従来手法（選択） 従来手法（選択）

②３次元
設計データ作成 ○ ○ ○ ○

③ＩＣＴ建設機械
による施工 ○ ○ ○ ○

④３次元出来形
管理等の施工管理

○
（標準的に面管理）

－ ○
（標準的に断面管理）

－

⑤３次元データ納品 ○ ○ ○ ○

条件 ①全活用
②全活用

or 部分活用（②，④，⑤必須）

全活用 （④除く）
or 部分活用（②，⑤必

須）

全活用
or 部分活用（②，④，⑤必須）

全活用 （④除く）
or 部分活用（②，⑤必

須）

【工種の拡大】

鹿児島県

※

※３次元座標値を面的に取得する機器を用いた出来形管理及び三次元データ納品を行う場合に費用を計上する。

※



ICT活用工事の概要について

工種
法面工 舗装工 舗装工

（修繕工）

対象工種

１）植生工
・種子散布 ・張芝
・筋芝 ・市松芝
・植生シート ・植生マット
・植生筋 ・人工張芝
・植生穴 ・植生基材吹付
・客土吹付

２）吹付工
・ｺﾝｸﾘｰﾄ吹付
・ﾓﾙﾀﾙ吹付

３）吹付法枠工
４）落石雪害防止工

・アスファルト舗装工
・半たわみ性舗装工
・排水性舗装工
・透水性舗装工
・グースアスファルト舗装工
・コンクリート舗装工

・切削オーバーレイ工
・路面切削工

発注形式 受注者希望型 受注者希望型 受注者希望型

施
工
プ
ロ
セ

ス

①３次元
起工測量 ○ ○

（標準的に面計測）
○

②３次元
設計データ作成 ○ ○ ○

（３次元出来高管理を行う場合）

③ＩＣＴ建設機械
による施工 － ○ ○

（従来手法と選択）

④３次元出来形
管理等の施工管理

○ ○
（標準的に面管理）

○
（施工履歴データ or 従来手法）

⑤３次元データ納品 ○ ○ ○

条件 全活用（③を除く）
or 部分活用（②，④，⑤必須）

全活用
or 部分活用（②，④，⑤必須）

全活用
or 部分活用（②，④，⑤必須）

【工種の拡大】

鹿児島県

※

※３次元座標値を面的に取得する機器を用いた出来形管理及び三次元データ納品を行う場合に費用を計上する。

※

※切削計画必須



ICT活用工事の概要について

工種
付帯構造物設置工 地盤改良工 河川浚渫工

構造物工
（橋台・橋脚）

対象工種

・コンクリートブロック工
・緑化ブロック工
・石積（張）工
・側溝工 ・管渠工
・暗渠工 ・縁石工
・基礎工（護岸）
・海岸コンクリートブロック工
・コンクリート被覆工
・護岸付属物工

１）地盤改良工
・路床安定処理工
・表層安定処理工
・固結工（中層混合処理）
・固結工（スラリー攪拌工）
・バーチカルドレーン工
（ペーパードレーン工）

１）浚渫工（バックホウ浚渫船）
・浚渫船運転工

１）橋台工
・橋台躯体工

２）ＲＣ橋脚工
・橋脚躯体工

発注形式 単独発注は行わない
※ＩＣＴ土工，ＩＣＴ舗装工における関連工種

受注者希望型 受注者希望型 受注者希望型

施
工
プ
ロ
セ

ス

①３次元
起工測量 ○ ○ ○

（音響測深）
○

②３次元
設計データ作成 ○ ○ ○ ○

③ＩＣＴ建設機械
による施工 － ○ ○ －

④３次元出来形
管理等の施工管理 ○ ○

（施工履歴データ）

○
(音響測深・施工履歴データ)

○

⑤３次元データ納品 ○ ○ ○ ○

条件 全活用 （③除く）
or 部分活用（②，④，⑤必須）

全活用
or 部分活用（②，④，⑤必

須）

全活用
or 部分活用（②，④，⑤必須）

全活用（③除く）
or 部分活用（②，④，⑤必須）

【工種の拡大】

鹿児島県

※

※３次元座標値を面的に取得する機器を用いた出来形管理及び三次元データ納品を行う場合に費用を計上する。

※



ICT活用工事の概要について

工種

構造物工
（橋梁上部）

基礎工 擁壁工
コンクリート
堰堤工

対象工種
１）鋼橋上部
２）コンクリート橋上部

１）矢板工
２）既製杭工
３）場所打杭工

１）擁壁工
１）コンクリート堰堤本体工
２）コンクリート側壁工
３）水叩工

発注形式 受注者希望型 受注者希望型 受注者希望型 受注者希望型

施
工
プ
ロ
セ

ス

①３次元
起工測量 ○ ○ ○ ○

②３次元
設計データ作成 ○ ○ ○ ○

③ＩＣＴ建設機械
による施工 － － － －

④３次元出来形
管理等の施工管理

○
（断面管理）

○ ○ ○

⑤３次元データ納品 ○ ○ ○ ○

条件 全活用 （③除く）
or 部分活用（②，④，⑤必須）

全活用（③を除く）
or 部分活用（②，④，⑤必須）

全活用 （③を除く）
or 部分活用（②，④，⑤必須）

全活用 （③を除く）
or 部分活用（②，④，⑤必須）

【工種の拡大】

鹿児島県

※

※３次元座標値を面的に取得する機器を用いた出来形管理及び三次元データ納品を行う場合に費用を計上する。

※

新規



会計検査院の指摘を踏まえた改定 鹿児島県

○ ＩＣＴ活用工事（各工種毎）における出来形管理手法と積算方法（補足）

左
記
以
外
の
出
来
形
管
理
を
行
う
場
合
は
，
技
術
管
理
室
へ
確
認



会計検査院の指摘を踏まえた改定 鹿児島県

○ ＩＣＴ活用工事計画書⇒ＩＣＴ活用工事協議書

新様式旧様式

• 発注者，受注者間の共通認識のため，「ＩＣＴ活用工事協議書」により施工計画書作成前に協議を実施し，協議内
容を施工計画書に反映させる。

採用する技術について，試行要領を確認し記載。 工種毎に各プロセスにおける適用技術・機種をチェック。
受発注者，共通認識のもと適正な積算の徹底を図る。



会計検査院の指摘を踏まえた改定 鹿児島県

○ ＩＣＴ活用工事チェックリスト （追加） 概要版


